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別記第１号様式（第７関係）

会  議  録

附属機関又は

会議体の名称
第１回 豊島区税制度調査検討会議

事務局（担当課） 区民部税務課

開 催 日 時 平成３０年５月２２日（火） １４時００分 ～１６時００分

開 催 場 所 第２委員会室

議      題

（１） 狭小住戸集合住宅税の概要について 

（２） 狭小住戸集合住宅税新設の背景とその後について 

（３） 各区の住宅ストックに関する動向 

公開の

可否

会  議
■公開 □非公開 □一部非公開   傍聴人数 ２人

非公開・一部非公開の場合は、その理由

会 議 録
■公開 □非公開 □一部非公開

非公開・一部非公開の場合は、その理由

出席者

委 員

＜学識経験者＞

池上岳彦、沼尾波子、関聡介、石井啓子 （敬称略）

＜区職員＞

副区長、政策経営部長、区民部長、都市整備部長、「わたしらしく、

くらせるまち。」推進室長、多文化共生推進担当課長、総務課長

幹 事

区長、企画課長、財政課長、広報課長、収納推進担当課長心得、都市

計画課長、住宅課長（マンション担当課長兼務）、建築課長（建築審

査担当課長兼務）、地域まちづくり担当課長

事 務 局 税務課長、税務課職員３名

提出された資料

資料１－１ 豊島区税制度調査検討会議運営要綱 

資料１－２ 豊島区税制度調査検討会議名簿 

資料１－３ 豊島区の近況について 

資料１－４ 狭小住戸集合住宅税の概要について 

資料１－５ 狭小住戸集合住宅税新設の背景とその後の状況について 

資料１－６ 各区の住宅ストックに関する動向（住宅土地統計調査） 

参考１－１ 豊島区狭小住戸集合住宅税条例         

参考１－２ 豊島区狭小住戸集合住宅税条例施行規則    

参考１－３ 豊島区狭小住戸集合住宅税条例取扱要領 

参考１－４ 豊島区中高層建築物の建築に係る紛争の予防及び調整に関

する条例 

参考１－５ 豊島区中高層建築物の建築に係る紛争の予防及び調整に関

する条例施行規則 

参考１－６ 豊島区中高層集合住宅建築物の建築に関する条例 

参考１－７ 豊島区中高層集合住宅建築物の建築に関する条例施行規則
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審 議 経 過

14時 00分開会
事務局：    開会に先立ちまして、皆様に一言申し上げます。この会議は原則として公開

とさせていただいております。本日は傍聴の方がいらっしゃるほかに、マス

コミの取材も入ります。また事務局でも記録用写真の撮影および録音をさせ

ていただきますのであらかじめご了承お願いいたします。また進行にあたり

ましては、会長の選出までは、豊島区税務課長の井上が進行させていただき

ますので、よろしくお願いいたします。なお報道関係の皆様に申し上げます。

本会議は公開としてございますが、映像の取材につきましては、実質審議の

冒頭の部分までとさせていただきたいと思います。本日は第１回ということ

で委嘱式のセレモニーがございます。この部分につきましては、進行の妨げ

にならない範囲でご自由に撮影いただいて結構でございます。また本日は、

席にマイクを用意してございます。恐縮ですが委員と幹事の皆様につきまし

ては、ご発言の前後に必ずマイクのボタンを押していただいて、発言してい

ただくようお願い申し上げます。

では、時間となりましたので、ただいまより、第１回豊島区税制度調査検討

会議を開催いたします。はじめに、会議の発足にあたり、豊島区長より、委

員の皆様に委嘱状の伝達を行います。学識経験者の皆様はお手数ですが、前

のほうにお越しいただきますようお願いいたします。

（区長より学識経験者の委員 4名に委嘱状の伝達を行った。）

事務局：    はい、ありがとうございました。それでは区職員の８名の委員のご紹介をさ

せていただき、任命につきましては省略させていただきます。最初に副区長

の齊藤でございます。政策経営部長の金子でございます。区民部長の佐藤で

ございます。都市整備部長の奥島につきましては、別の公務がございまして、

遅れての参加とさせていただきます。また、子ども家庭部長の高田でござい

ますが、別の公務のため欠席でございます。続きまして「わたしらしく、暮

らせるまち。」推進室長の宮田でございます。多文化共生推進担当課長の渡邉

でございます。総務課長の田中でございます。以上でございます。

委員の任期でございますが、お手元にございます資料１の１にございます

が、検討会会議運営要綱に基づきまして、区長に報告書が提出されるまでと

させていただきます。よろしくお願いいたします。なお、検討委員会と幹事

につきましては、資料１-２に名簿を用意してございます。

続きまして幹事を紹介させていただきます。まず、企画課長の澤田でござい

ます。財政課長の三沢でございます。広報課長の髙島でございます。収納推

進担当課長の宇野でございます。次に、福祉総務課長の直江でございますが、

本日欠席でございます。それから、子ども若者課長の副島も欠席でございま

す。都市計画課長の活田でございます。住宅課長の星野でございまして、マ

ンション担当課長兼務でございます。また、建築課長東屋でございまして、

建築審査担当課長兼務でございます。地域まちづくり担当部長事務取扱地域
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まちづくり担当課長の野島でございます。最後に私が事務局を務めさせてい

ただきます税務課長の井上でございます。その他、事務局として税務課職員

が出席しております。以上が区側の幹事及び事務局でございます。よろしく

お願いいたします。

続きまして、会長の選出を行いたいと存じます。要綱第４条第２項により、

会長は委員の互選により定めることとなっております。いかがいたしましょ

うか。

委員：     それでは委員の互選ということで、意見を申し上げたいと思います。今回、

学識経験者が大幅に入れ替わっておりまして、○○委員以外は、これまでの

経緯について全く存じ上げておりません。これまでの区の税制についても検

討してこられて、前回の検討会議でも○○委員が会長を務めておられるとい

うことですので、○○委員にお願いをするのがよろしいのでないでしょうか。

事務局：    ありがとうございます。そのようなご提案がありました。いかがでしょうか。

ご賛同いただけますでしょうか。

（一同、異議なし）

それでは○○委員に会長をお願いしたいと思います。それではこれより会議

の進行を会長にお願いしたいと存じます。よろしくお願いいたします。

会長：     はい。ただいま皆様のご推薦によって会長を務めさせていただくことになり

ました○○でございます。よろしくお願いいたします。 

この狭小住戸集合住宅税について検討するという会議でございますが、私も

立教大学に赴任して２０年目になるのですが、赴任直後からこの税の議論が

始まりました。私の記憶では、豊島区で課税自主権を使って政策を行ってい

こうということを考えて、二つのテーマがありまして、一つはワンルームマ

ンションの対策とそれから放置自転車対策ということがございました。その

二つについて、検討会議を１年半くらいでしたか、行った記憶があります。

その時は、もちろん住民の皆様、あるいは学識経験者、それから関係業界の

皆さんとかなり激しい議論がありまして、その結果として、狭小住戸集合住

宅税という税が設けられたわけです。それが平成１６年ですかね、それでも

う１５年経つわけです。この税は、５年ごとに見直しをするということで、

これまで２度の見直しが行われたうえで、今回となります。それで改めてこ

の１５年間の状況、まず税収がどれだけ集まっているかということもありま

すが、もともと税の目的としてワンルームマンションの建設を抑制するとい

う意図があったわけでございますので、それが一体どうなっているのかとい

うところを、この５年間の状況を見直しのたびに検証しています。もちろん

その効果はあると言える一方で、ご存じのとおり一定の税収も入ってきてい

るということは、それだけワンルームマンションが建設されているというこ

とですので、そこをどう評価するかということもあります。そういうことも

含めて検討したうえで、この税の将来について提言することになるかと思っ

ていますので、ぜひ皆さんにご協力いただいて審議を進めていければと考え

ております。よろしくお願いします。

それでは会長としての最初の仕事ですけれども、この要綱の第４条第２項に
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基づいて副会長の指名をさせていただきます。これにつきましては□□委員

にお願いしたいと考えております。□□委員は地方財政、特に地方税につい

ての研究を各種行っておられまして、あるいは地方行財政についても全国的

にいろいろと実態調査をやっておられる方でございまして、豊島区について

も、税財政やその地域の行政サービスの状況等いろいろなことを踏まえてこ

の税のあり方を考えるという点で、□□委員に副会長を引き受けていただく

のが適切と思いますので、ぜひよろしくお願いいたします。

それでは、豊島区の税制度調査検討会議の体裁も整いましたので、ここで高

野区長より、検討内容についての諮問を受けたいと思います。

（区長より会長へ諮問状の伝達を行った。）

会長：     それでは高野区長よりただいま諮問をお受けしました。事務局から諮問文の

写しを委員の皆様にお配りください。それでは、ここで高野区長より、諮問

にあたってのお言葉をちょうだいします。

区長：     第１回豊島区税制度調査検討会議の開催にあたりまして、一言ご挨拶を述べ

させていただきます。ただいま、４人の先生方それぞれに検討会議の委員と

しての委嘱をいたしました。○○先生におかれましては、先ほど会長に選ば

れまして、この税ができるときからずっと長い間、この税をしっかりと見守

っていただいております。会長になっていただき、恐縮でございます。また、

副会長として、□□先生どうぞよろしくお願いいたします。それから△△先

生どうぞよろしくお願いします。さらに、◇◇先生どうぞよろしくお願いし

ます。皆様方は大変お忙しい立場にも関わらず、委員の要請を快くお引き受

けいただきまして、誠にありがとうございます。深く感謝を申し上げる次第

でございます。さて、ちょっと時間をいただきまして、最近の豊島区の動き

等々について、お話をさせていただきます。平成１６年度の 6月１日にゆと
りある住環境を実現し、ファミリー層の居住を誘導することを目的といたし

まして、狭小住戸集合住宅税を施行したわけであります。豊島区狭小住戸集

合住宅税という名称ですが、我々はワンルームマンション税とわかりやすく

言っております。この税は全国でも類を見ない、独自性の高い法定外普通税

といたしまして、確固たる地位を築いてきたわけであります。先ほどの池上

先生のお話のように、平成１２年に地方分権一括法が変わりまして、地方自

治体でも課税の決定等が、いろいろとできるようになったということで、私

たちも検討してきたわけでありまして、この検討会議の資料の中でも、いろ

いろお示しをしてまいりますが、本区では、狭小住戸の割合が、ワンルーム

マンション税の施行によって低下している傾向があり、本税の一定の効果が

あらわれていると思いますけど、ただ税収のほうがかなり年間で上がってい

るような状況でもあります。私は今南長崎に住んでおりますけど、以前は、

ワンルームマンションはあまりなかったんですが、最近、急速に南長崎方面

までこのワンルームマンションが広がってきているなというのを肌で感じて

おります。これについては、検討会の中でも、都市計画課長や、都市整備関

係の職員等々からお話もあろうかと思います。

さて、豊島区ではこの５年間どういう動きがあったかということをお話しい
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たしますと、４年前の平成２６年に日本創生会議から、豊島区が２３区唯一

の消滅可能性都市であるとの指摘を受けました。全国の１，７００ある自治

体の中で、半数以上が３０年後には２０代３０代の女性が大変少なくなって

人口も減っていくという中で、２３区の中で唯一豊島区が指摘されたという

ことは、大変なショックでありました。そこから豊島区はまさに、挑戦の日々

だったわけでありまして、非常に積極的に女性にやさしいまちづくり、さら

には地方との共生、高齢者対策、そして、日本の推進力になるべく、しっか

りと目標を持って、施策を展開していく中で、国際アートカルチャー都市と

いう、豊島区の将来像を明確に打ち出したわけでございまして、まさに消滅

可能性都市から、持続発展都市へ向けて、総合的な施策を展開してまいりま

した。３年前には、この庁舎が完成し、今まで使っておりました旧庁舎、豊

島公会堂、区民センターの三つの建物があった場所には、にぎわい創出の施

設、まさに国際アートカルチャー都市の拠点と位置づけた、「Ｈａｒｅｚａ池

袋」が生まれる予定であり、八つの劇場等、３３階のオフィスビルなど周辺

の景色がまさに一変いたします。新ホールも、来年の１１月に発表、さらに

は２０２０年オリンピックパラリンピックの３月にはグランドオープンいた

します。さらには、４つの公園、区役所のそばにあります南池袋公園もその

１つでありまして、非常に人気のある公園になりました。これは、池袋の繁

華街の中に、きれいな公園があるということで、非常に注目されておりまし

て、今でも他の自治体から、多くの視察が続いております。さらには、待機

児童ゼロを２年連続で達成することができまして、非常に高い評価をいただ

き、さらには、放課後、小学校２２校で、夜７時まで子どもをお預かりする

取り組みもしております。これにより、今まで配偶者控除の対象であったり、

専業主婦だったりといった方々が、積極的に働きに出られるという状況がで

きております。おかげさまで税収についても、課税対象者がこの５年間で１

万６，０００人増えておりまして、３０年度の予算においては、区民税が過

去最高の収入を予測しているわけです。

これからのまちづくりで、さまざまな面で変えていこうとしている中で、た

くさんある豊島区内の公園トイレを、アートトイレとして整備するというこ

とで、待機児童ゼロの今、園庭のない保育園が大変多いために、公園を活用

する中で、トイレをきれいにしようということで、アートトイレという形で、

子どもたち、あるいは、女性の方々にも愛されるトイレを整備し、イメージ

アップを図ってまいります。さらには、４つの公園について先ほどお話しし

ましたけど、池袋西口公園の芸術劇場の隣の野外劇場、これもクラシックの

フルオーケストラの演奏できるような劇場ができます。さらには、Hareza池
袋の前の公園、そして造幣局跡地の公園と、まさに公園の整備によって、池

袋のまちづくりを変えていこうということで、２０２０年のオリンピックパ

ラリンピック前にはこれらが完成する予定です。これら４つの公演を電気バ

スで回遊するというような取り組みもしており、さらには、東アジア文化都

市、来年の国内の候補地に決定をいたしまして、豊島区が文化都市としてま

さに文化庁のプロジェクトの決定を受けたということで、また来年この取り
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組みによって大きく変わっていくのではと考えております。

先ほどお話ししたように、着実に人口も増えておりまして、あと２００数名

で２９万人という大台を、何十年ぶりで超えるという状況でございます。こ

のように、あらゆるところでハードソフト両面を合わせながら、大きく今、

豊島区は注目され、変わるときがまさに来ているということでございます。

本題に戻りますが、この税は５年ごとの見直しということで今回３回目の見

直しとなるわけでございまして、前回の見直しの平成２５年から５年間の税

の運用状況や、社会経済状況の推移等もありまして、狭小住戸集合住宅税が

とるべき必要な措置についてご議論をいただきたいと思っております。何と

ぞ客観的かつ専門的な見地からの幅広い議論を期待しております。税制度調

査検討会のスタートにあたりまして、重ねて、よろしくお願い申し上げます。

会長：     区長ありがとうございました。私も区長の話を伺いながら、豊島区の地域と

しての発展ということを考えておりまして、私の勤め先である立教大学も今

年は築地から池袋に移転してきて１００年ということでございまして、記念

行事を行います。それとともに、さきほどのお話にもございましたとおり、

来年は東アジア文化都市の取り組みについて、この地域の大学を挙げて協力

させていただきたいと考えております。

それで、こういった住宅政策を考えるときに、ワンルームマンションの課税

をどう考えるか。実は、学生が住んでいるということもあって、税金をかけ

ると授業などで話すと学生から苦情が出ることがあるのですが、いやそうい

うものではない、豊島区の住宅政策の問題なのだと説明することがあります。

改めてその説明が正しいかどうかを検証しなければいけません。ここはそう

いう勉強をさせていただく大変ありがたい機会でございますので、そういう

点からも事務局の皆さん、区の職員の皆さんも含めてどうぞよろしくお願い

します。

それでは、議事に移りますが、区長さんは別の公務がございますので、ここ

で退席されます。それから、「わたしらしく、暮らせるまち。」推進室長も、

公務のため、ここで退席されます。

会長：     それでは本日は第１回目の会議ということでございますので、会議の目的を

確認するとともに、その運営方針、進め方についてお諮りしたいと考えてお

ります。まず事務局から説明を受けて、それについてご意見をいただきたい

と思います。それでは、事務局に説明をお願いします。

事務局：    （資料１－１、資料１－２説明）

会長：     ただいま事務局から説明がございましたけれども、この検討会の設立目的、

運営方針等につきましてご了承いただけますでしょうか、特にご発言がなけ

ればご了承いただいたということで進めさせていただきます。それではこれ

より議事に移ります。資料が用意されておりますので、事務局に説明をお願

いします。

事務局：    それでは、本日お配りしております資料でございます。資料と参考の２種類

ございまして、基本的には、資料の方を使ってご説明をしてまいります。一
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方、説明には直接使用せず、参考資料扱いとしているものを参考としており

ます。

（資料１－３、１－４、１－５説明）

会長：     ありがとうございます。ただいま資料の１―３から１－５までということで

ご説明いただきました。この狭小住戸集合住宅税の概要、それから、この税

が作られた背景、それから作られてからの経過というところを簡単にご紹介

いただいたところでございます。ですから議事次第で言いますと、（１）と（２）

のところにあたると思います。ここまでのところで何かご質問、ご意見がご

ざいましたら。いかがでしょうか。

委員：     基本的なことがよくわかってないのでいくつか教えていただきたいんですけ

れども、まず、豊島区の人口のところで、資料１―３の２ページで平成２８

年以降再び転出が転入を上回っているんですけども、そこを区としてはどう

いう分析をされているのか、もし何かあればということと、あとそれから人

口の推移のところで、これ平成２５年か６年のところで、死亡の部分がぐっ

と増えてるんですけども、これ何か特段の理由があるのかっていうことを、

細かい事で恐縮なんですけども、教えていただければと思います。

幹事：     順番が前後いたしますが、２５年に死亡が増えていることについてでござい

ますが、私も資料を見させていただきまして、それは顕著に増えているんで

すけれども、理由みたいなものを説明できるものはあまりなくてですね。た

だ１つ言えるのが、東京都の保健福祉局の人口動態統計見ますと、２５年に

極端に豊島区の死亡数が増えているということはありませんでした。ただ、

平成２４年７月に住基法の改正がありまして外国人が住民基本台帳のほうに

入ってきた年ですので、ここで実際に死亡が増えたというよりは統計のとり

方とかの部分でちょっと混乱があったのかなというふうに想定しています。

あと２８年の転出が転入を上回ったことについてでございますが、これにつ

きましては、人口も伸びているところでございまして、流動人口も多いもの

ですから、入ってきた人間が一定期間を過ぎると今度は出ていくということ

がございますのでこのサイクルの中で、２８年はこのような状況になったと

いうように考えています。

会長：     今の点はよろしいですか。

委員：     先ほど、住基法の改正で外国人が統計に入るようなったということですけど

も、これから労働市場でもますます対外的にオープンになっていくというと

きに、豊島区の環境の場合、外国人の方々の流入と流出の状況は、たぶん日

本人の動向と違うと思うんですけども、これからまちづくりとか住宅政策を

考えるときには、当然、外国人の志向もだいぶ違うと思うんですが、そのあ

たりを区別したような、その入と出とかの分析っていうのは区のほうでされ

ているんでしょうか。

幹事：     手元に資料がないので、口頭になってしまいますが、直近で申し上げますと

２９年度中の増減に関しては、まず外国人も日本人も全部含めた住基上で、

転入が３万６，３０２人、転出が３万１，０００人ですので、増減ですと５，

３００人増えるという状況でございました。日本人と外国人で分けて考えま
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すと、日本人に関しては１，２３３人の増でございまして、外国人につきま

しては、４，０６７人の増ということですので、外国人の方が増えているよ

うな状況が見てとれます。

会長：     ほかに、いかがですか。

委員：     もう１点よろしいですか。資料１―４のほうで、このワンルームマンション

税で、課税免除で８戸以下と定めているのですが、制度を作ったときにどう

いう考え方でこの８戸以下のところを課税免除としたのかということを教え

ていただけますか。

会長：     今の点について、お願いします。

事務局：    その当時ですね、大規模なところで３階建てですとか大きなワンルームマン

ションを抑制するということは、非常に有効なことであるということで、８

戸という一定のところで切ったということだと思います。

委員：     これは規制というわけではないんですけども、区内にアパート経営している

方が結構いらっしゃいまして、区としてはですね、外からの投資で建てると

いう方については課税しやすかったんですけども、この当時もですね、区内

の業界団体や区内で不動産経営している方からいろいろご意見がありまし

た。区内でのアパート経営は、大体が大規模なものではなくて、敷地も大き

くないものですから、こういう場合は多くが８戸や１０戸程度の規模という

中で、一定の線引きをしたんだと思います。ですからある程度、担税力があ

るところに、スポットを当てたということで、多分統計的に見てですね、８

戸というところがある程度のカテゴリーでは明確に分類できたということが

あったのかもしれません。それはまたちょっと次回、しっかりとご説明した

いと思いますけど。

会長：     今ご発言があったことについて、私も当時の議論の記憶が戻ってきました。

確かにご自宅の裏に小さいアパートを建てて経営するみたいなものにまで課

税する趣旨ではないと。むしろご存じのとおりワンルームマンションにつき

ましては、いわゆる投資マンションを主に考えていると思っております。そ

ういう意味で、あまり小規模なものにまで課税するというのは、この時の政

策の意図ではなかったということだと思います。まだ当時の議事録なり資料

もありますので、確認できればと思います。ありがとうございます。はい。

他の委員もいかがでしょうか。

委員：     資料１の５について質問です。３ページの上のほうに、税施行前後の狭小住

戸の推移っていうのがありまして、施行前の８３５戸、割合３３％が施行後

６６３戸、割合３２％になったと。それとともにその下に、２９㎡以上５０

㎡未満は増加っていうふうに書いてあって、ちょっとこの点を正確に数字の

見方というんでしょうか、ご説明いただけますか。

会長：     税務課長。どうぞ。

事務局：    こちらはですね、中高層協議の件数でございまして２９㎡以下の件数の推移

については税施行の前後で８００戸から６００戸に減ってはいますが、それ

よりもちょっと広いですね、２９㎡以上 50㎡未満のところについては、増加
をしているというような状況がございます。それを、その下のところでござ
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いますけれども、住宅ストックの変化というところで総戸数に占める民間借

家共同建て非木造３０㎡未満への住宅の割合が、税施行前平成１５年度と施

行後の平成２０年度を比べると、渋谷、中野は上昇してございます。一方、

豊島区はですね、３０㎡未満の割合が減少したんですけれども、５０㎡未満

の割合が上昇しているということで住宅ストックが改善されているというこ

とではあるんですけれども、ちょっと広いところの住宅ができているという

ような状況になっているところでございます。

会長：     確認ですけども、まずこの８３５戸と６６３戸は、年平均ということですか。

はい、年平均ですね。それからこの割合というのは、３３．１％、３２．０％

とありますが、中高層集合住宅建築物の協議の戸数に占める２９㎡未満の戸

数の割合ですね。そういうことですと、それは書いていないとわかりません

ね。そうすると、税施行前と施行後では、年平均で戸数も割合も減っている

ということですね。

委員：     そうするとこれは、３０㎡ということでほかのところでは区切られているん

ですが、この条例の協議では２９㎡で区切りがある、ちょっとずれていると

いうことですか。

事務局：    この当時はですね、本税が施行されたときは２９㎡で区切っておりましたが、

その後、１回目の検討のときに、３０㎡に広げたという経緯がございます。

会長：     これは確か国の何かが変わったことによるものだと思うのですが。

幹事：     国の二人以上世帯の最低居住面積水準が２９㎡未満から３０㎡未満に変更に

なりましたので、それに伴ってということでございます。

会長：     そうですね、国の制度というか、法律か計画が変わったんですね。

幹事：     住生活基本計画の内容が変わったということでございます。

会長：     計画に定める基準が変わったということで、それに合わせてこちらも１㎡広

くしようということで確か見直したものだと思います。

委員：     それで、資料１－５の３ページの「中高層集合住宅建築物の協議に占める協

議件数」のうち、２９㎡以上５０㎡未満は増加ということなんですが、具体

的に割合としては、どれぐらいからどれぐらいに増加したというのはわかり

ますか。

事務局：    すいません。ちょっと今回資料入ってございませんので、次回提示させてい

ただきます。

委員：     よろしいでしょうか。直接のお答えにならないかもしれないのですが、資料

の１―６の３ページをご覧いただきますと、住宅ストックに関する動向で豊

島区の数字が出ておりまして上の部分ですけれども、平成２０年と２５年と

比較をすると、３０㎡未満は、３６％だったものが３３％。それから３０か

ら４９㎡の２３％だったものが２１％。このような構成になっております。

ワンルームマンション税の前のところからの比較はちょっとないので、わか

りにくいですけれども、１つの参考になるのかなと思います。

会長：     ありがとうございます。これまでの１―３から１―５までの資料につきまし

て、他にご質問ご意見ございましたら。よろしいでしょうか。

委員：     資料１―５の５ページ目のところに、税収と件数の推移があるのですが、平
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成１７年度以降を税収が軒並み、３億、４億円台と急に上がっていて、当初

の見積もりからすると大きい規模になっているのですが、当初の見込みより

もかなり多かったっていうのはどういう理由ですか。当初 3,750万円の見込
みということですが。

事務局：    はい。先ほど１―４で示させていただきましたけど収入見込みは年間で 3,750
万円ということです。こちらについてはですね、それこそ平成１６年度は、

１億円だったんですが、それ以降増えて、当初の見込から相当乖離があった

というふうに見ることができると思います。やはり、ワンルームマンション

の抑制ということで、一定の効果が認められた一方で、やはり豊島区の利便

性というものは、ワンルームマンション税を払って、建てても構わないって

いう施工業者が依然として多くいるということなのではないかというふうに

推測しているところでございます。

会長：     委員。どうぞ。

委員：     今のような関係ももちろんあると思うのですが、人口をごらんいただきます

と、豊島区は平成の１０年ぐらいまでずっと人口が低下をしていました。そ

れだけどんどん郊外に人が流れていくという転出超過がずっと続いておりま

した。それがその後ですね、バブルの崩壊からしばらく経つと、土地の価格

なども落ちついてきまして、都心回帰という言葉がよく取りざたされたと思

いますけれども、都心部もちろんそうですし、周辺区である豊島区にも、そ

ういう需要が増してきたということがありまして、特に若い会社員の方、あ

るいは学生の方のですね。豊島区がちょうど手ごろな土地の価格帯というこ

とで、このワンルームマンションが急増したというのはそういう市場の動き

が関係しているのかなと思います。

会長：     よろしいでしょうか。ここまでの資料につきまして何かございましたら。

委員：     資料１－４の先ほどの収入見込みのところで、当時の収入見込みと比べて実

際の税収がここまで多くあったということは、やはり税を払ってでも建てた

いという事業者の方がそれだけ多かったということなんでしょうか。

委員：     多分、委員のおっしゃるとおりなのかなと思います。１戸あたり５０万円納

税するというのは、私も直接関係していたわけでありませんけれども、当時、

相当にその業界の方からは、厳しい意見をいただいたように聞いております。

しかし、いざ施行してみると、それでもペイできるという事業の見込みを立

てて、参入してくる事業者が思ったより多かったということではないかと思

います。

会長：     私の記憶によれば、当時の議論では、課税しようとする団体が豊島区しかあ

りませんので、税収については実はよくわからないところがあったのです。

と同時に、ほかの区では規制、いわゆる地区計画ですか。要するにもう建て

させないという規制をかけている区もあるのですが、仮に豊島区が税をかけ

ても、抑制効果は規制よりもちろん弱いので、思ったよりも減らなかったと

いうところがあると思っております。ただやはり作ってすぐ変えるわけにも

いきませんので５年間見てからと考えておりましたので、その段階では急に

税率を変えるということにはならなかったのです。そういう意味では、この
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3,750万円というのは、最初は全く前例のないことをやるので効果も見通せな
かったということだと思います。

委員：     当時私は財政課にいたはずなんですね。恐らく今先生おっしゃったとおりで、

何て言うか根拠の持った積み上げっていうのはできなかったんじゃないかな

と思います。この数字だけがここに載っておりますけども、直近の予算を立

てるときはちゃんと実際の税収を億単位で見込んでおります。税を始めて、

やはりこのぐらいは需要があるということがわかってからはですね。良いか

悪いかはちょっといろいろありますけれども、それはまたご議論いただくと

して、予算の見積もりという意味では、最初はちょっと立てらなかったとい

うのが正直なところかと思います。

委員：     今のご質問と関連するんですけども、恐らく当初の見込みで３，７５０万と

いう税収を当て込むというよりはやはり規制という意味合いが相当強かった

のではないかと思うんですけども、結局ふたをあけてみたら年間３、４億で

やっぱり税収としては、毎年予算に計上するとそれはそれで意味も大きいと。

法定外税をある種税収確保のための、税源として位置づけておられるのか、

やはりそこの規制というところを第１に考えておられるのか、あるいはその

両方だとしてもですね。そのあたりの位置づけというのは、導入当初から変

化をしてきているところはあるんでしょうか。

事務局：    確かにおっしゃるとおりでございまして、痛しかゆしの部分があると。抑制

税として税収が上がってしかもそれを予算でしっかり取り込んでいるのはい

かがなものかという議論も当然あるかとは思いますけれども、実際はですね、

財政課としては、入ってくる税についてしっかりと予算として見込んでおり

まして３億ですかね。ただ抑制税としてのあり方として、3億入ってくるとい
う状況が区の方針と合致しているのかどうかっていうのは、やはりそこはし

っかりと議論していかなきゃいけないところなのかなと思っておりまして、

まさしくその辺につきまして、先生方のご意見を、しっかりちょうだいした

いと思っているところでございます。

会長：     はい。委員。

委員：     少し補足をしますと、先ほどの会長のお話にありましたけれども、豊島区は

ワンルームマンションを規制するわけではないと。ワンルームマンションを

作るんだったら絶対ファミリータイプも作るとか、保育園を作るとか、他で

もいろんなやり方をやっている自治体があるわけですけれども、豊島区はそ

ういうふうに無理やり行政がこうしなさいというようなやり方をするのでは

なくて、一定の市場原理に任せながらうまくストックバランスを改善してい

きましょうという道を選んだわけであります。それは、私が聞いている範囲

ではワンルームマンション憎しということで必ずしもなかった。投機的なワ

ンルームマンションは、将来に禍根を残すだろう、ただ、豊島区は学生さん

もそうですし、単身の高齢者の方も多いので、ワンルームの需要は現実問題

ある。区民に欠かせない、住戸の形態であるという要素も一方でありますの

で、ワンルームを撲滅したいということでこの税をやっているわけではない

ということです。私もかつて政策経営部にいたこともありますが、やはり税



12 

収としては、上がってくるんだったらそれはそれでうまく生かしながら、区

政全体がいい方向に進むようになっていけばいいのではないのかと切りかわ

っていっていると思います。

委員：     ちょっと今日の資料では、当初のところからよくわからないところがあるの

で、今いろいろ答弁しておりますけど、決して憶測で物を言っていけないと

思うんです。だから当初の時はですね、かなり緻密に、こういうロジックで、

ということはやっておりましたので、大変申し訳ございませんけど次回まで

に先生方のところをお回りして、共通認識をしっかり持てるように、改めて

ご案内を差し上げたいと思いますので、よろしくお願いいたします。

会長：     それから、住宅政策ですので、住宅のマスタープランも５年に一度、ちょう

ど見直す時期だと伺ったのですが。

幹事：     会長のおっしゃるとおり、今年度、マスタープランの見直しということで、

来週の火曜日から住宅対策審議会が始まります。審議会では、１年かけてマ

スタープランをつくっていく予定ですので、こちらの税の見直しとも検討を

一部リンクさせながら、税務課長と調整しながらやっていくということでご

ざいます。

会長：     そういうことですので、狭小住戸集合住宅税についても住宅政策として何を

期待するのかというところで、豊島区の区政全体の調整が必要だと思います。

その点はぜひよろしくお願いいたします。ここまでの資料につきましてよろ

しいでしょうか。それでは先ほどもちょっと出ましたが、この資料１―６で

すね。各区の住宅ストックに関する動向ということで豊島区のみならず、ほ

かにも２２区ございますので、それも含めて、動向をまず確認してみたいと

いうのが今日のもう一つの課題でございます。これについての資料説明をお

願いします。

事務局：    それでは資料の１－６でございます。

（資料１－６の説明）

会長：     ありがとうございます。ただいまご説明がありました住宅土地統計調査によ

る住宅ストックの状況について何か質問がございましたら。

委員：     ご説明ありがとうございました。これ統計の関係で５年刻みになっているの

かもしれないのですが、その戸数の増減というのは、５年毎でないと取れな

いのでしょうか。なぜそれを伺うかというと、つまりこの５０万円というの

が、どういうふうにその抑制効果として効くのかということは、不動産価格

の状況ですとか、全体の需要と供給とか、いろんなところで影響をしてくる

と思うんですよね。不動産価格全体が上がっていたり家賃が上がったりして

いる状況だと５０万円では効かなくなっているかもしれないんですけど、な

かなか単純には、この５０万が効いたことにより、面積を増やしたり別の場

所に計画を移すということがあったのかと考えると、おそらくいろいろな要

因があったはずだと思うのですけど、そのあたりのところを、住宅を取り巻

く状況は毎年いろいろ変化していると思うので、単年度ベースで、何かこう

分析をするっていうのは難しいものなのかというとこも含めて教えていただ

ければと。
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幹事：     先ほど申しましたけど、住宅マスタープランの策定に向けていろいろと検討

していく中で、基幹統計であります住宅土地統計調査を国が５年ごとにやっ

ておりまして事細かな特別集計とかいろいろできますので、まずはこれをメ

インにして調査分析を行っています。そのほか、区独自で、全件調査ではご

ざいませんが、様々な実態調査をやっておりますので、それで補完しながら、

住宅に関しての調査を行っております。今回の税制度の見直しの観点で、効

果がわかるような、住宅ストックの経年変化みたいなところは、この調査以

外に何か補完するものがあるのかということだと思うんですけど、国勢調査

のデータとか、そういったものに限定されてくるのかなという認識です。

会長：     ほかに何かございましたら。どうぞ。

委員：     次回にまた当初の検討に関する資料もいただけるということだったんでその

ときでもいいのですが、住戸１戸につき５０万という水準自体も、そのとき

の決定過程のなかで理由があったのだと思うんですけども、この水準が妥当

なのか、今後見直す必要があるのかということを議論する上でも、当時どう

いう議論で５０万という数字になったのか、もし何か、根拠があれば教えて

いただきたいと思います。

事務局：    はい。後ほど、当初の検討内容についての詳細の資料はご用意いたしますが、

私が聞いているところでございますと、５０万にしたというのは、その建物

を持っていたときに係る固定資産税の額をもとにしていると。ワンルームマ

ンションを長期持っていたときに大体 50万円くらいかかってくるというふ
うに聞いてございますので、そういうことから出た数字ということでござい

ます。

会長：     これは正確には当時の資料も確認しなければいけないと思うのですが、固定

資産税は、特別区は残念ながら課税できなくて、東京都が課税するのです。

当時、税率の上限として制限税率２．１％となっていました。１．４と２．

１の間に０．７ポイントの超過課税の余地があったわけですが、それを掛け

たらどうなるんだろうみたいな計算をした気がします。それが５０万円ぐら

いということで、それを超えるとちょっとどうかなという議論をしたような

気がします。ただそういう意味でいうと、今は制限税率がありませんので、

もう少し高くすることもできるかと思います。

 ほかにございましたら。ではこの資料に関する質問はよろしいでしょうか。

それでは、今までの資料についての質疑等を踏まえて、今後の検討の課題あ

るいは資料の要望でありますとか、そういったことについてご意見をいただ

ければと思います。

委員：     次回の要望も含めて申し上げたいと思います。私今日全く初めてですので、

逆に先入観もなく、この税の状況を眺めているところなので、まだこの税が

正しいのか正しくないのかという、そういう心証が白紙の状態なんですが、

法律家的に考えると、こういう法定外税をわざわざ設けるということは、ま

ずその目的とか目標が正しいのかっていう観点と、それからその目的とか目

標が正しいとした場合に、法定外税という手段が正しいのかっていう、２段

階に分けて考える癖があるんですけれども。まずその目的とか目標という観
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点でいうと、ワンルームマンションを抑制するという、その目的自体が、そ

もそも正しいのかというか、区として本当にそれを目指すのかということが

あると思います。先ほどの話だと無理やりに規制するのではなく、ある程度

民間ベースに任せつつも、一定程度に収めたいというようなコンセプトであ

るというような気がしますけれども、今一度何を目的目標としているのかと

いう原点の話は、次回伺いたいなと考えているところです。最初の区長さん

の話にもありましたけれども、例えば高齢者に優しいとか、にぎわいの創出

とか、あと国際アートカルチャー都市みたいなこととの関係でいうと、高齢

者のために、ワンルームマンションだって必要かもしれないし、留学生とか、

学生とか専門学校生とかそういうアートや国際化の担い手になったりする、

特に若者を呼び込むためには、一定数やはりワンルームマンションが必要と

いう考え方もありうるわけで、そういうこととの区の今のまさに目指してい

る大きな政策との関係で、一体どのあたりを着地点として考えているのか。

税の創設当初というよりは、今の時点でどう考えているのか、それをお聞か

せいただきたいというふうに思います。あわせて、例えば、数値目標的に、

３０㎡未満の住戸が大体何％ぐらいだったら、理想的とするのか。あるいは

単身世帯が何％ぐらいだったら区のイメージと合うのかということもやっぱ

り本来考えておくべきで、極端に言えば、それが達成できたら税をやめるべ

きということにもなるんだと思うんですね。ですのでそういう目的と目標と

いうものはぜひはっきりしていただきたいなというのが１つございます。そ

れから次に、手段として正しいのかということとの関係でいうと、ワンルー

ムマンションをある程度抑制するという目的が正しいとしてそのための手段

として、１番強烈な例えば地区計画とか、用途地域的なものでがっちり縛っ

てしまうということもあれば、あるいは逆にファミリー向けのものをつくる

ことに対する優遇策とか、そういう補助金的なものとかもあるでしょうし、

さまざまな選択肢があると思います。ですので、ほかの手段と比べて、この

法定外税という手段が本当に正しい手段なのかという観点の検討もぜひお願

いしたいと思っていて、そことの関係と先ほどありました他区の動向ですね、

いろんな区がございましたが、ではワンルームマンションが増えてしまった

区は無策なのかとかですね。それから、この区はすごく減ったけれどもこれ

は用途地域、地区計画で縛ったからだとか、難しいかもしれないんですけど、

この手段の結果、こういう効果が出ているとか、そういう比較ができないと、

数字だけ見ても、こちらとしても消化しにくいなというふうに思っているの

で、難しいかもしれませんがリクエストしたいと思っております。以上です。

会長：     ありがとうございます。確かにこの税を最初につくるときにもその議論から

始まったわけです。目標については、先ほども幹事からお話がありましたけ

れども、豊島区の住宅政策の方針がどういうものかと。いわゆるファミリー

世帯と単身世帯の割合をどう考えるのかという問題がございます。これも住

宅政策の観点から、次回ご説明できればと思っております。それから手段に

つきましても、ほかの区はどういう規制をかけているかというのを確認しな

ければいけないのですが、それとともに、５年前と比べて今どう変わってい
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るかというところも確認してみなければいけないと思います。例えば先ほど

ほかの区の動向も伺いましたが、お隣の文京区はこの３０㎡のところが急増

しているわけです。これを容認あるいは奨励しているのか、それとも何かが

うまくいっていないのかわかりませんが、そういうことも含めてですね。ほ

かの区でも３０㎡未満が増えているところもありますので、これは意図的に

やってるのかそうではないのかいうことも、もしも調べることができれば、

考えてみる必要があると思います。ほかに豊島区でももちろん税だけをやっ

ているわけではないので、豊島区自体が、税のほかにどういう施策をとって

いるかということも当然確認しなければいけない。そういうことも含めて、

議論の材料を提供できればと思いますので、よろしくお願いしたい。そうい

うことでよろしいですか。ほかにございましたら。よろしいでしょうか。

委員：     これまで、この狭小住戸集合住宅は制度として伺ったことはあるんですけど、

区としてどういう戦略があったのかというお話を伺うことができて大変勉強

になりました。私が懸念しているのは、今急速にグローバル化が進んでいて、

インバウンドで、旅行者も入ってきていると。労働市場にも多くの人々が海

外から入ってきていて、今都心の住宅も海外の方が投資をしている。そうい

う中で固定資産税の徴収ですとか、あるいは今後各区がまちづくり、都市計

画について考えたときに、不動産の所有者が地元にいない、もっと言えば日

本国内に住んでいないということが増えていくかもしれません。そうすると

まちづくり・地域づくりをどういうふうに戦略的にあるいは主体的に自分た

ちのこととして考えていくのかというときに、参加のあり方が問われてくる

と思うんですね。そういう意味でいうと、この税は、海外から来て豊島区の

魅力はあくまでもその投資物件としてのものだけ、オーナーも地元に住んで

ないし、そこを借りる人も一時的にそこを使っていくという人たちが、豊島

区の魅力というか、良いところ、要するに、利益だけとっていくというので

はなく、負担も求めていく。日ごろから地域活動に参加している地元の地権

者が小規模な住宅を作ることは、全く構わなくて、それ以外の人は、その分

ちゃんと税を払って参加してもらう。地域の活動に対し、税負担を通じて参

加してまちづくりに対しても意見を言ってほしいという、ある意味その地域

づくりに対するその参加のあり方というものについて一定の方向性を示しう

るものなんじゃないかなという意味で、おもしろい税だなと、お話を伺いな

がら思いました。これから不動産所有については、ますます複雑で深刻にな

ってくるだろうと思います。ただ固定資産税の徴収についても都のほうでや

る話ではあるんですけども。今後の都市計画のあり方を考えていくときに、

だれがオーナーなのかというところはすごく重要な視点にもなってくると思

うので、そういった観点からこの税をどういうふうにさらに戦略として使っ

ていくかという議論がされるとおもしろいと思ったところです。感想めいた

ことですが、以上です。

会長：     ありがとうございます。私も今思い出したのですが、この税を作るときの議

論をしていたときに、ワンルームマンションに住んでいる人の中で住民登録

をしてる人の割合が半分ぐらいだったかと思いますが、今はそれがどう変化
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してるのかがもしわかればですね。これも本区だけの話ではないのですが、

たしかそういうところも問題として指摘されていたように思います。つまり、

実態として、住民登録していない方からは個人住民税を徴収しにくいところ

がありますので。今どういう状況になっているか、もしわかればお調べいた

だけるでしょうか。

 それでは、ただいま資料あるいは区の方針について説明していただきたい

というご要望もございましたし、過去の経緯についても確認しなければいけ

ないということがわかりましたので、そういうことも含めて次回に改めて資

料を用意させていただいて検討を深めていきたいと思います。そういうこと

でよろしいでしょうか。それでは本日予定された案件については審議を終わ

らせていただきます。事務局から何かございましたら。

事務局：    それでは、今後のスケジュールでございまして、Ａ４横判で机上にお配りさ

せていただいております。こちらについてでございますが、次回第２回の開

催につきましては７月２４日を予定しておりますのでよろしくお願いいたし

ます。なお、今年中に５回までの開催を予定してございますので、その日程

の調整を事務局からさせていただきます。ご協力のほどよろしくお願いいた

します。また、そこのスケジュールについては資料のとおりでございますが、

同時期に住宅マスタープランの改定もございます。住宅対策審議会について

も、記載のとおりのスケジュールで進むということで伺っておりますので、

こちらについては先ほど住宅課長を申し上げましたとおり、一体となって進

めていくという形でございます。また、下半分が、平成３１年度のことにつ

いて書いてございますが、もし改正するとなりましたら、条例の改正を尽く

しまして総務大臣への協議、周知期間期間等ありまして再来年の改正を目指

すというような内容になっておりますので、よろしくお願いいたします。事

務局からは以上でございます。

会長：     はい、この点につきまして何かご質問はございますか。よろしいでしょうか。

それでは以上をもちまして、第１回、豊島区税制度調査検討会議を閉会とさ

せていただきます。本日はありがとうございました。

15時 55分閉会


